
経営計画及び資金計画（計画期間6～8年）　　　　　　　　　　　　　　　　（別表４の２）
[bookmark: _GoBack]参加特定事業者名　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）
	

	１ 年 前
	直近期末
	１ 年 後
	２ 年 後
	３ 年 後
	４ 年 後
	５ 年 後
	６ 年 後
	７ 年 後
	８ 年 後

	
	(　年　月期)
	(　年　月期)
	(　年　月期)
	(　年　月期)
	(　年　月期)
	(　年　月期)
	(　年　月期)
	(　年　月期)
	(　年　月期)
	(　年　月期)

	1 売上高
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2 売上原価
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3 売上総利益
（①－②）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4 販売費及び
一般管理費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5 営業利益
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	6 経常利益
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	7 給与支給総額
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	8 人件費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	9 設備投資額
	―
	―
	
	
	
	
	
	
	
	

	10 運転資金
	―
	―
	
	
	
	
	
	
	
	

	11 減価償却費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	うち特別償却額
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	12 付加価値額
（⑤＋⑧＋⑪）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	13 従業員数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	14 一人あたりの付加価値額（⑫÷⑬）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	県費預託融資
	―
	―
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	政府系金融機関借入
	―
	―
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	自己資金
	―
	―
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	―
	―
	
	
	
	
	
	
	
	

	15 資金調達額合計
（⑨＋⑩）
	―
	―
	
	
	
	
	
	
	
	


(注) １　事業期間は、可能な限り４年以上とすること。
２　網掛部分⑨+⑩と⑮のそれぞれの額が計画年度ごとに一致すること。
３　⑤営業利益、⑥経常利益は決算書上の数値を記入すること。
４　⑦給与支給総額は、労務費、役員報酬、給与手当、賞与、雑給を含み、法定福利費、福利厚生費、退職金（引当金含む）は含まない。
５　⑧人件費は、労務費、法定福利費、福利厚生費、退職金（引当金含む）、役員報酬、給与手当、賞与、雑給を含む。
６　⑪減価償却費は、繰延資産償却、リース・レンタル費用を含む。
７　⑬従業員数は、役員、派遣・短時間労働者を含む。（勤務時間によって人数を調整すること）
0

